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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第81期

第１四半期
連結累計期間

第82期
第１四半期
連結累計期間

第81期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 6,808,158 8,388,946 29,513,654

経常利益 (千円) 314,660 420,131 943,495

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(千円) 222,408 331,347 602,874

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 148,515 345,287 1,650,358

純資産額 (千円) 19,345,453 21,056,761 20,893,539

総資産額 (千円) 29,011,484 32,566,824 32,115,966

１株当たり四半期（当期）純利
益金額

(円) 12.22 18.20 33.11

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 65.8 63.5 63.9
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。　　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　　

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)業績の状況

当第１四半期連結累計期間の売上高は83億８千８百万円と前年同四半期と比べ15億８千万円(23.2％増)の増収と

なりました。

営業利益は３億４千４百万円と前年同四半期と比べ９千８百万円(40.2％増)の増益、経常利益は４億２千万円と

前年同四半期と比べ１億５百万円(33.5％増)の増益、親会社株主に帰属する四半期純利益は３億３千１百万円と前

年同四半期と比べ１億８百万円(49.0％増)の増益となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

・設備部門

設備部門は、塗装設備納入等の増加により売上高は58億７千８百万円と前年同四半期と比べ15億７千７百万

円(36.7％増)の増収、営業利益は４億８千２百万円と前年同四半期と比べ２億１千２百万円(78.7％増)の増益

となりました。

・自動車部品部門

自動車部品部門は、内装部品及び外装部品の生産・販売の増加により売上高は25億１千万円と前年同四半期

と比べ３百万円(0.1％増)の増収、営業損失は５千２百万円(前年同四半期は５千８百万円の営業利益)となりま

した。

 

(２)財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて2.0％増加し、198億４千１百万円となりました。これは、受取手形及

び売掛金が２億７千４百万円増加したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて0.4％増加し、127億２千５百万円となりました。これは、有形固定資

産のその他（純額）が１億５千８百万円増加したことなどによります。

この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて1.4％増加し、325億６千６百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて3.9％増加し、90億４千４百万円となりました。これは、その他が４億

６千５百万円増加したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて2.1％減少し、24億６千５百万円となりました。これは、役員退職慰労

引当金が４千８百万円減少したことなどによります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて2.6％増加し、115億１千万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて0.8％増加し、210億５千６百万円となりました。これは、利益剰余

金が１億４千９百万円増加したことなどによります。

 

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(４)研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は９千２百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,220,000 18,220,000
　東京証券取引所
　(市場第二部)

単元株式数は
1,000株で
あります。

計 18,220,000 18,220,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年４月１日～
平成27年６月30日

― 18,220,000 ― 1,311,000 ― 668,522
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式      13,000
(相互保有株式)
普通株式　     2,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  18,185,000 18,185 ―

単元未満株式 普通株式 　  20,000 ― ―

発行済株式総数            18,220,000 ― ―

総株主の議決権 ― 18,185 ―
 

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 518株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
トリニティ工業株式会社

愛知県豊田市柿本町
一丁目９番地

13,000 ― 13,000 0.07

(相互保有株式)
旭鉄工株式会社

群馬県太田市小舞木町
399番地２号

2,000 ― 2,000  0.01

計 ― 15,000 ─ 15,000 0.08
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 9,932,422 10,085,993

  受取手形及び売掛金 8,409,993 8,684,162

  製品 69,155 65,434

  仕掛品 527,567 432,848

  原材料 336,929 298,248

  その他 171,733 276,191

  貸倒引当金 △2,685 △1,716

  流動資産合計 19,445,115 19,841,164

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 4,880,437 4,880,437

   その他（純額） 3,751,794 3,910,408

   有形固定資産合計 8,632,232 8,790,846

  無形固定資産 42,305 42,368

  投資その他の資産   

   その他 4,022,041 3,918,173

   貸倒引当金 △25,728 △25,728

   投資その他の資産合計 3,996,313 3,892,445

  固定資産合計 12,670,850 12,725,660

 資産合計 32,115,966 32,566,824

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 6,060,377 6,251,748

  未払法人税等 80,269 62,331

  賞与引当金 577,009 322,421

  役員賞与引当金 42,651 9,862

  完成工事補償引当金 92,249 82,329

  その他 1,850,475 2,315,826

  流動負債合計 8,703,032 9,044,520

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 193,998 145,524

  退職給付に係る負債 1,072,944 1,074,846

  その他 1,252,451 1,245,172

  固定負債合計 2,519,394 2,465,542

 負債合計 11,222,427 11,510,063
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,311,000 1,311,000

  資本剰余金 784,172 784,172

  利益剰余金 16,755,431 16,904,714

  自己株式 △7,551 △7,551

  株主資本合計 18,843,052 18,992,335

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,147,045 1,130,351

  為替換算調整勘定 756,760 751,816

  退職給付に係る調整累計額 △218,659 △206,631

  その他の包括利益累計額合計 1,685,146 1,675,536

 非支配株主持分 365,340 388,889

 純資産合計 20,893,539 21,056,761

負債純資産合計 32,115,966 32,566,824
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 6,808,158 8,388,946

売上原価 5,710,099 7,163,557

売上総利益 1,098,059 1,225,389

販売費及び一般管理費 852,024 880,566

営業利益 246,035 344,822

営業外収益   

 受取利息 22,782 25,392

 受取配当金 21,252 25,074

 持分法による投資利益 17,986 22,466

 雑収入 9,039 11,959

 営業外収益合計 71,060 84,892

営業外費用   

 固定資産除却損 2,434 9,355

 雑支出 0 228

 営業外費用合計 2,435 9,583

経常利益 314,660 420,131

税金等調整前四半期純利益 314,660 420,131

法人税等 81,661 69,996

四半期純利益 232,999 350,135

非支配株主に帰属する四半期純利益 10,590 18,787

親会社株主に帰属する四半期純利益 222,408 331,347
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 232,999 350,135

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 26,889 △16,693

 為替換算調整勘定 △80,903 △5,034

 退職給付に係る調整額 18,474 12,027

 持分法適用会社に対する持分相当額 △48,944 4,852

 その他の包括利益合計 △84,484 △4,847

四半期包括利益 148,515 345,287

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 139,861 321,738

 非支配株主に係る四半期包括利益 8,653 23,548
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【注記事項】

(会計方針の変更)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する

当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用

として計上する方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につ

いては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の

四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の

期首時点から将来にわたって適用しております。

 なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
 

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純
利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合は、法定実効税
率を使用する方法によっております。

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及び

負ののれんの償却額は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
 至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
 至　平成27年６月30日)

減価償却費 141,025千円 189,531千円

のれんの償却額 △416千円 　－千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 182,069 10 平成26年３月31日 平成26年６月25日
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 182,064 10 平成27年３月31日 平成27年６月29日
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

　　【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２設備部門
自動車部品

部門
計

売上高      

  外部顧客への売上高 4,300,529 2,507,629 6,808,158 ― 6,808,158

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 4,300,529 2,507,629 6,808,158 ― 6,808,158

セグメント利益 270,023 58,804 328,827 △82,792 246,035
 

　(注)１.セグメント利益の調整額△82,792千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用（主に報告

　　　　 セグメントに帰属しない一般管理費)であります。　

　　　２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２設備部門
自動車部品

部門
計

売上高      

  外部顧客への売上高 5,878,173 2,510,772 8,388,946 ― 8,388,946

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 5,878,173 2,510,772 8,388,946 ― 8,388,946

セグメント利益又は損失(△) 482,582 △52,640 429,941 △85,119 344,822
 

　(注)１.セグメント利益又は損失（△）の調整額△85,119千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

　　　　 （主に報告セグメントに帰属しない一般管理費)であります。　

　　　２.セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 12.22円 18.20円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 222,408 331,347

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

222,408 331,347

普通株式の期中平均株式数(千株) 18,206 18,206
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月７日

トリニティ工業株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   竹   野   俊   成   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   水   谷   洋   隆   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトリニティ工業

株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日か

ら平成27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トリニティ工業株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以 上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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